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第１ 東京都水道局契約監視委員会設置の経緯  

 

１ 東京都水道局物品契約監視委員会の経緯 

当局では、平成１１年２月に発生したダクタイル鋳鉄直管のメーカー３者による独占禁

止法違反事件を契機に、東京都水道局物品購入事務総点検委員会（以下「総点検委員会」

という。）を設置し、物品買入契約に関する不正競争の防止を図り、契約の公平性、公正性

の確保を図る取り組みの検討を行った。総点検委員会は６回にわたり調査、検討、審議を

行い、同年１０月に具体的な改善策を提言した。この提言に基づき、平成１２年２月に東

京都水道局物品購入契約調査委員会（以下「調査委員会」という。）を設置し、物品買入契

約における落札結果等の調査を充実させ、競争性に関する検証を継続して行うこととした。 

また、平成１５年７月に発生した水道メータ談合においては、調査委員会において対策

を検討し、同年８月に「水道メータ談合事件の再発防止のための重点施策」を取りまとめ

て公表した。 

平成２２年には、調査委員会を東京都水道局物品契約監視委員会（以下「物品契約監視

委員会」という。）に改め、大量かつ反復的、継続的に契約が見込まれる物品買入契約につ

いて、契約の公正性及び公平性を確保することを目的に、契約締結の調査分析を行ってき

た。 

 

２ 東京都水道局工事契約監視委員会の経緯 

平成２６年９月、当局の同一事業所に勤務していた３名の職員が、当局発注に係る複数

の設備工事の指名競争入札に関して、コンサルタント会社を経営する元職員及び工事業者

に最低制限価格に関する情報を漏えいするという事故が発生した。 

当局では、この事故の発生を非常に重く受け止め、直ちに水道局長を本部長とする水道

局汚職等防止対策本部を設置し、事故に関する事実関係の把握及び原因の究明を進め、再

発防止策について検討を行った。同本部は、平成２６年１２月に「水道局汚職等防止策検

討結果報告書」を取りまとめ、再発防止策の一つとして東京都水道局工事契約監視委員会

（以下「工事契約監視員会」という。）を設置し、工事請負契約において不自然な入札がな

かったかを継続的に調査、監視していくこととした。 

 

３ 本委員会設置の経緯 

平成３０年１０月、当局が発注する浄水場排水処理施設運転管理作業委託の見積合わせ

において、談合の疑いがあるとして公正取引委員会による行政調査を受けた。また、当局

職員が契約に係る情報を漏えいした可能性があるとの報道があった。これを受け、東京都

は知事の指示により、水道局所管委託契約に係る談合疑いに関する調査特別チーム（副知

事、政策企画局長、総務局長、財務局長、水道局長により構成、以下「調査特別チーム」

という。）のもとで、職員の非違行為の有無に関する調査、原因の究明及び再発防止策の検

討を実施した。 

平成３０年１１月、調査特別チームはその時点までに把握した事故の概要と原因及び再

発防止策等を中間報告書（以下「中間報告書」という。）として取りまとめ、新たな再発防

止策を全庁的な取組に先行して実施することとした。中間報告書では再発防止策の一つと
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して、これまで談合防止を目的として物品買入契約を対象に調査、監視を行ってきた物品

契約監視委員会と、情報漏えい防止を目的として工事請負契約を対象に調査、監視を行っ

てきた工事契約監視員会を統合して新たに東京都水道局契約監視委員会（以下「本委員会」

という。）を設置し、入札結果の監視体制の強化を図ることとした。監視対象や調査方法の

検討の後、本委員会は平成３１年４月に設置、令和元年５月３１日に第一回委員会を開催

した。 

新たに設置した本委員会では、業務委託契約も調査、監視の対象とした。これにより物

品買入契約と業務委託契約、工事請負契約の全ての契約について、調査・監視を行う体制

が整った。また、本委員会又は本委員会事務局が指定する個別の契約事案について、詳細

な調査を行うこととした。さらに、これまでの委員会は本庁部長級職員のみで構成してい

たが、本委員会に本庁課長級職員で構成する幹事会を設置し、調査、監視機能の強化を図

った。 

 

【本委員会における調査・監視項目一覧】 

区分 調査対象 

入札結果調査 

大量かつ反復的、継続的に契約する物品買入契約 

５年間連続して同一事業者が受注し、落札率８０％以上の業務委託

契約 

近似値調査 

工事請負契約 最低制限価格又は予定価格の近似値落札者 

業務委託契約 予定価格の近似値落札者等 

個別詳細調査 本委員会又は本委員会が指定する事案 

※ ゴシック体は、本委員会設置に伴い新たに実施した項目 
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第２ 今回の調査対象及び内容 

１ 入札結果調査 

本調査は、落札者や落札価格、入札参加者数等の入札結果、及び工業統計等を利用した

市場価格の分析を行い、事業者間での価格誘導やシェア配分等の不正行為が行われていな

いかを調査するものである。 

 

（１） 物品買入契約 

ア 調査対象 

大量かつ継続的に購入が見込まれるものを対象とし、以下の３種類１８品目を調査

対象とした。 

なお、従前の物品契約監視委員会の報告では、個別の事業者名は記載していなかっ

たが、入札行動の事後的な検証を行う目的から記載することとした。 

 

種類 品目数 品名・寸法 

水道用工業薬品   ７ 

次亜塩素酸ナトリウム 

ポリ塩化アルミニウム 

超高塩基度ポリ塩化アルミニウム 

液体苛性ソーダ 

濃硫酸 

粉末活性炭（ドライ炭） 

粒状活性炭 

水道メータ   ６ 
ＤＡ１３㎜、２０㎜、２５㎜の新品及び

修理品 

逆止弁付メータパッキン   ５ １３㎜、２０㎜、２５㎜、３０㎜、４０㎜ 

合計 １８  

 

平成１３年度以前、各種水道管や鉄蓋、消火栓等の水道工事用材料は当局が一括し

て調達し、施工業者に支給していた。しかし、経済性効率性を一層確保するため、及

び良質な材料の調達が容易な市場環境となったことから、平成１３年度からは各施工

業者が調達する方式に改め、当局が調達する水道工事用材料は主に震災時の復旧活動

に必要な材料とした。この結果、当局で調達するものは激減し、制度改正前の十分の

一以下となっている。 

さらに、品目によっては調達を行わないものもあり、大量かつ継続的に購入が見込

まれるものに該当しない状況が続いている。このため、令和元年度の報告から水道工

事用材料は調査対象外とした。 

一方、水道用工業薬品については、粉末活性炭（ウェット炭）の購入量が激減して

いたため、令和元年度から調査対象外とした。 

超高塩基度ポリ塩化アルミニウムについては、令和２年度以降順次、三園浄水場、
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東村山浄水場、朝霞浄水場、金町浄水場に導入してきており、購入量が増加したこと

から令和５年度から調査対象とした。 

 

 

 

【活性炭の購入量の推移】 

 

粉末活性炭については、平成２５年度に利根川水系の浄水場において高度浄水処理

が全量に導入されたため、高度浄水処理が導入されていない比較的小規模な浄水場に

おける浄水処理と水質事故対応等への利用に限定されている。 

また、維持管理性等についてはウェット炭よりもドライ炭が優れており、既存のウ

ェット炭注入設備は設備の更新時期等に合わせてドライ炭注入設備として整備するこ

ととしている。現在残存しているウェット炭注入設備は、朝霞浄水場、三園浄水場及

び三郷浄水場のみであり、いずれも高度浄水処理が全量導入されているため、ウェッ

ト炭の購入はかなり少なくなっている。こうした状況を踏まえ、令和元年度の報告か

ら粉末活性炭（ウェット）は調査対象外とした。 

一方、平成２５年度の利根川水系の浄水場における高度浄水処理の全量導入により、

粒状活性炭の購入が増加しているため、令和２年度から調査対象とした。 

なお、粒状活性炭の購入については、平成２５年度から高度浄水処理における生物

活性炭吸着池への敷込工事等と合わせて発注することを試行していたが、粉末活性炭

の平均落札単価が下落傾向にあること等を踏まえ、平成２９年度から購入と敷込工事

等を分離して発注することとしている。 
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イ 調査内容 

調査対象年度は令和２年度から令和６年度までとし、以下の調査を実施した。 

 

調査・監視項目 目的 

年度別契約件数・金額の推移 当該契約の規模の推移 

市場の動向 市場価格との乖離の有無 

平均入札参加者・平均落札単価 競争性の確保の状況 

業者別落札金額・割合 落札業者の偏りの有無 

業者別応札金額内訳 入札参加業者及び応札金額の偏りの有無 

 

 

（２） 業務委託契約 

ア 調査対象 

平成３０年１１月の中間報告書では、再発防止策の一つとして委託契約情報の事後

公表の拡大を進めることとし、競争入札により契約を締結した契約金額１,０００万円

以上の業務委託契約のうち、同一の内容により例年発注している事案を対象に、過去

５年間の落札額や入札参加者別の応札額等の情報を、当局のホームページ上に公開し

ている。 

今回の調査では、これらの公表対象事案のうち、５年間連続して同一事業者が受注

しており、落札率が８０％以上の事案を調査対象とした。 

 

イ 調査内容 

事業所管部署により、同一事業者が連続して受注をしている原因分析を実施した。 

なお、業務委託契約における落札率は非公表であり、事業者に対してヒアリング調査

等を実施した場合、当該契約の落札率が８０％以上であることを明示してしまうため、

当局内の調査のみを実施することとし、本報告書においても当該部分は非公表とした。 
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【公表対象事案のうち５年間連続して同一事業者が受注している事案】 

契約金額（円） 契約相手方

1 東京都水道局文書集配業務委託 18,817,920
ビーエスロジスティク

ス株式会社

2
令和６年度局有車（軽自動車等）の

法定点検整備・継続検査単価契約
22,123,420

東日本三菱自動車販売

株式会社

3
令和６年度建物附属設備維持保全業

務委託
122,100,000

セントラルエンジニア

リング株式会社

4
令和６年度朝霞浄水場発生土再資源

化処理作業委託単価契約
80,850,000 株式会社加藤建設工業

5
令和６年度東村山浄水場発生土再資

源化処理作業委託単価契約
48,433,000 株式会社クレーベスト

6
令和６年度三郷浄水場外１３か所草

刈作業等委託単価契約
31,223,544 株式会社エイト

7
令和６年度朝霞浄水場外１か所電気

設備保守業務委託
62,700,000

メタウォーター株式会

社

8
令和６年度東村山浄水場電気設備保

守業務委託
42,900,000

メタウォーター株式会

社

9
令和６年度電話設備維持管理作業委

託単価契約
32,889,120 協立情報通信株式会社

10
令和６年度和田堀給水所外１１か所

草刈作業等委託単価契約
32,846,930 株式会社エイト

11
令和６年度小河内貯水池保全作業委

託単価契約
37,803,249 小河内建設株式会社

12
令和６年度小河内貯水池水質調査委

託
16,280,000

株式会社建設環境研究

所

13
令和６年度水道水源林管内ニホンジ

カ生息状況等調査委託
18,700,000

一般財団法人自然環境

研究センター

14
令和６年度小作浄水場発生土再資源

化処理作業委託単価契約
29,176,400 株式会社クレーベスト

15
令和６年度小作浄水場発生土運搬作

業委託単価契約
15,840,000 新井運送株式会社

16
令和６年度金町浄水場発生土運搬作

業委託単価契約
30,800,000 株式会社京葉興業

17
令和６年度金町浄水場外２か所除じ

ん、清掃作業等委託単価契約
33,076,997 株式会社アミック

18
令和６年度三郷浄水場外３か所除じ

ん作業等委託単価契約
14,291,714

株式会社マスタリー

サービス

19
令和６年度金町浄水場外６か所草刈

作業等委託単価契約
27,375,107 株式会社エイト

20
令和６年度三園浄水場発生土再資源

化処理作業委託単価契約
28,710,000 株式会社クレーベスト

21
令和６年度三園浄水場外１か所電気

設備保守業務委託
35,200,000 あきら株式会社

22
令和６年度三園浄水場発生土運搬作

業委託単価契約
25,476,000 株式会社三輝

23
令和６年度配水本管附属設備等調査

業務委託（その１）
88,000,000 株式会社進日本工業

24
令和６年度道路占用許可申請等入出

力業務委託単価契約
62,709,753

水道マッピングシステ

ム株式会社

25
令和６年度水道用設備工事用価格等

調査委託
11,627,000

太洋エンジニアリング

株式会社

件名
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２ 近似値調査 

本調査は、予定価格や最低制限価格に非常に近い価格での応札があった事案について、

落札事業者に対し、積算方法の確認を行うとともに、当局を退職した社員の有無や当局職

員との接触状況等を確認し、当局からの情報漏えいがなかったかを調査するものである。 

（１） 工事請負契約 

ア 調査対象 

  

区分 調査対象 調査内容 

競争入札 

（事前公表） 

最低制限価格の近似値５万円未満落

札 
文書調査 

最低制限価格の近似値１千円未満落

札が年２回以上 

ヒアリング調査又は 

文書調査 

競争入札 

（事後公表） 

予定価格又は最低制限価格等の近似

値５万円未満落札 
文書調査 

予定価格又は最低制限価格等の近似

値５万円未満落札が年３回以上 

ヒアリング調査又は 

文書調査 

随意契約 
１回の見積合せで決定し、落札率が 

１００％の事案 
文書調査 

 

 

 

イ 調査内容 

文書調査においては、次の質問項目について落札者から回答を求めた。 

 

・ 精度の高い積算ができた理由 

・ 積算期間 

・ 積算しやすい工種の有無、価格を予測しやすい工種の有無 

・ 落札するために無理な金額で入札参加したことの有無 

・ 当局ＯＢ社員の在籍の有無 

・ 当局職員又は当局ＯＢ社員からの情報提供の有無 

・ 自由意見 
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（２）業務委託契約 

ア 調査対象 

調査対象は次の２項目とし、再度入札や減価交渉を行った事案、企画コンペにより

落札者を決定した事案については除外することとした。 

・ 競争入札で予定価格の近似値５万円未満で落札 

・ 落札率が１００％の事案 

 

イ 調査内容 

事業所管部署により、近似値による落札が行われた原因の分析を実施した。 

なお、業務委託契約における予定価格及び落札率は非公表であり、事業者に対して

ヒアリング調査等を実施した場合、当該契約の落札額は予定価格に近似していること

又は落札率が１００％であることを明示してしまうため、当局内の調査のみを実施す

ることとし、本報告書においても当該部分は非公表とした。 

 

 

３ 個別詳細調査 

本調査は、本委員会又は事務局が指定する個別の契約事案について、入札契約手続きの

妥当性及びコンプライアンスの観点による検証を行うため、幹事会において事業所管部署

及び契約事務所管部署に対するヒアリング調査を行うものである。 

 

（１） 調査対象 

工事契約と物品契約（物品買入契約及び業務委託契約）からそれぞれ１件ずつ、年

１回の調査を行うこととした。 

今回の事案の指定は、東京都入札監視委員会における監視対象抽出条件に準じて実

施し、令和７年第２回幹事会（令和７年１１月７日実施）において、次の２事案のヒ

アリング調査を実施した。 

 

工事契約 

件名 
杉並区井草一丁目地先から中野区鷺宮五丁目地先間送

水管（2200mm）既設管内配管工事 

選定理由 高額・高落札率であるため。 

物品契約 

件名 水運用サーバ装置等賃貸借契約（その５） 

選定理由 高額・高落札率であるため。 
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【東京都入札監視委員会における事案抽出方針（参考）】 

 

・ 大規模工事等の契約金額が高額な事案 

・ １者応札及び１者選定の事案 

・ 高落札率の事案 

・ 低入札価格調査を行った事案 

・ 同一事業者による長期継続受注事案 

・ 社会的に注目されている事案 

 

 

 

（２）調査内容 

次の点について、事業所管部署及び契約事務所管部署に対して、幹事会によるヒア

リング調査を実施した。 

ア 入札契約手続きの妥当性の検証 

入札参加資格の設定方法や指名業者の選定方法等契約手続きの妥当性に加え、発

注単位や内容、仕様書の記載内容等から、入札契約手続きの公平性、透明性及び競争

性が確保されているか。 

 

イ コンプライアンスの観点による検証 

法令や庁内、局内ルールの遵守や、都民が求める使命への適合性、質の高い効果的

な契約であるかといった、東京都コンプライアンス基本方針に基づく契約内容、手続

となっているか。 
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第３ 入札結果調査 

１ 物品買入契約  

（１） 水道用工業薬品 

ア 概況 

浄水処理工程では消毒等の用途のため様々な工業薬品を使用している。当局で使

用している工業薬品の種類と令和６年度における契約数量は次のとおりである。 

なお、超高塩基度ポリ塩化アルミニウムの購入量が増加してきたことから、令和

５年度から調査対象とした（該当するグラフ等について遡及して含めた）。 

名 称 用 途 年間契約数量（ｔ） 

（令和６年度） 

次亜塩素酸ナトリウム 消毒 １７，２５３ 

ポリ塩化アルミニウム 凝集沈殿処理 １５，２２０ 

超高塩基度ポリ塩化アルミニウム 凝集沈殿処理 ２９，４３２ 

液体苛性ソーダ pH調整 １４，５７０ 

濃硫酸 pH調整 ６，１８２ 

粉末活性炭（ドライ炭） 臭気物質の除去等 ３，７０５ 

粒状活性炭 高度浄水処理 ９，１０６ 

 

（ア） 透明性・競争性の確保に向けたこれまでの取組み 

平成９年度から入札参加希望者を公募する「公募制指名競争入札」を導入し、競

争性の向上を図った。平成１７年９月に「電子調達システム」を導入、発注から落

札に至る一連の手続きを電子化することで、透明性及び競争性の向上を図った。 

発注回数は原則として年２回（上半期と下半期）としていたが、令和３年度から

は発注回数を年３回（上期、中期、下期）に増加させ、契約１件当たりの発注量を

少なくし、製造・保有能力が高くない事業者も入札に参加しやすくすることで、多

くの事業者の参入促進と受注機会の確保を図ることとした。このため、契約件数は

大幅な増加となっている。 

なお、次亜塩素酸ナトリウム、ポリ塩化アルミニウム、超高塩基度ポリ塩化アル

ミニウムについて、令和６年度から契約 1 件当たりの発注量を見直し、案件の

統合を行ったため契約件数が減少した。 

 

（イ） 予定価格の算出方法 

複数の事業者から見積書を徴取し、予定価格を算出している。 

 

（ウ） 年度別契約件数と購入金額 

利根川水系の浄水場への高度浄水処理が平成２５年度に全量導入され、運用が安

定したことから、薬品使用量及び契約金額は平成２９年度まで減少傾向であった。

しかし、各種薬品の国内販売価格の上昇により、平成３０年度以降、令和６年度ま

で契約金額の上昇が続いている。 
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単位：件、百万円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

契約件数 60 94 104 105 84

2,825 3,073 3,841 4,688 4,768

(17.6%) (8.8%) (25.0%) (22.1%) (1.7%)

（　）内は対前年度増加率

金額(税抜)
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イ 品目別の状況 

（ア） 次亜塩素酸ナトリウム 

平均入札参加者は４者であり、一定の入札参加者を確保している。平均落札単価

は令和４年度に大幅な上昇が見られ、以降も上昇が続いている。 

これは、原料価格や輸送コスト等の諸費用が上昇し、平成 30 年度に国内販売価

格の値上げが行われて以降、特に令和３年度からは、原油、円安、電力費高騰、国

際情勢等の影響を受け、価格高騰が継続している状況であり、それが単価に反映さ

れているためと考えられる。 

平均落札単価は市場価格を大きく上回っているが、当局では安全でおいしい水の

供給のため、日本水道協会が定める規格のうち、不純物の最も少ない特級の品質に

より発注していることから、製造費と管理費が一般用の製品よりも高い。 

国内における供給体制や需給状況については、水道用次亜塩素酸ナトリウムは国

内での製造者がごく少数であり、当局への納入業者についてもメーカーとの取引関

係により、入札参加者数が限定される傾向にある。 

引き続き動向を注視していく。 

 

【平均入札参加者数と平均落札単価】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

40,314 40,482 48,401 51,699 52,143
(△0.1%) (0.4%) (19.6%) (6.8%) (0.9%)

22,108 21,847 23,066 27,231 28,388
(7.0%) (△1.2%) (5.6%) (18.1%) (4.2%)

平均入札参加者数 (者) 4 4 4 4 4

　うち落札者 (者) 2 2 2 2 2

14,395 17,444 17,183 18,464 17,253

(△2.1%) (21.2%) (△1.5%) (7.5%) (△6.6%)

（　）内は対前年度増加率

契約数量 (ｔ)

平均落札単価

市場価格

（円・税抜）

（円・税抜）
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【業者別落札金額の割合】 

 

 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

42.8 45.3 46.4 56.6 53.7

57.2 54.7 53.6 43.4 46.3

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

稲垣薬品興業㈱

大明化学工業㈱

十全㈱

フジオックス㈱

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

契約金額 (百万円・税抜） 248 320 386 541 483

構成比 (％) 42.8 45.3 46.4 56.6 53.7

契約件数 (件) 4 6 6 6 6

契約金額 (百万円・税抜） 332 386 446 414 417

構成比 (％) 57.2 54.7 53.6 43.4 46.3

契約件数 (件) 6 9 9 9 6

契約金額 (百万円・税抜） 0 0 0 0 0

構成比 (％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

契約件数 (件) 0 0 0 0 0

契約金額 (百万円・税抜） 0 0 0 0 0

構成比 (％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

契約件数 (件) 0 0 0 0 0

契約金額 (百万円・税抜） 580 706 832 955 900

契約件数 (件) 10 15 15 15 12

大明化学

工業㈱

計

稲垣薬品

興業㈱

十全㈱

フジオッ

クス㈱
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【業者別応札金額内訳】 
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（イ） ポリ塩化アルミニウム 

平均入札参加者は１４者程度あり、十分な入札参加者を確保している。市場価格

及び平均落札単価は上昇してきている。 

これは、原料価格や輸送コスト等の諸費用が上昇し、平成３０年度に国内販売価

格の値上げが行われて以降、特に、令和３年度から原油・円安、電力費高騰、国際

情勢等の影響を受け、価格高騰が継続している状況であり、それが単価に反映され

ているためと考えられる。 

一方で、令和５、６年度は平均落札価格が市場価格を上回る結果となっているが、

購入量のスケールメリットを上回る国内の輸送コストの増加が考えられる。 

なお、購入量が減少しているのは、令和２年度から凝集剤を超高塩基度ポリ塩化

アルミニウムへ変更してきたためである。 

引き続き動向を注視していく。 

 

【平均入札参加者数と平均落札単価】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

21,076 21,241 24,808 30,382 35,058
(0.6%) (0.8%) (16.8%) (22.5%) (15.4%)

24,066 24,267 24,923 27,485 29,371
(3.4%) (0.8%) (2.7%) (10.3%) (6.9%)

平均入札参加者数 (者) 17 17 14 14 14

　うち落札者 (者) 8 10 8 6 4

43,207 38,296 31,880 20,947 15,220

(3.5%) (△11.4%) (△16.8%) (△34.3%) (△27.3%)

（　）内は対前年度増加率

契約数量 (ｔ)

平均落札単価

市場価格

（円・税抜）

（円・税抜）



- 18 - 

【業者別落札金額の割合】 

 

単位：％

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

十全㈱ 0.0 9.2 12.5 0.0 34.6

大明化学工業㈱ 45.1 47.3 28.1 22.6 32.2

早川商事㈱ 5.0 20.0 14.2 20.9 22.7

小原化工㈱ 8.6 2.3 16.8 20.0 10.5

東信化学工業㈱ 4.2 5.7 12.9 20.0 0.0

多木化学㈱ 18.0 3.9 2.5 12.6 0.0

ラサ晃栄㈱ 0.0 2.7 0.0 3.9 0.0

ソーダニッカ㈱ 0.0 0.0 10.4 0.0 0.0

日本軽金属㈱ 0.0 0.0 2.7 0.0 0.0

宇津商事㈱ 8.5 3.9

㈱島田商店 6.4 3.7

フジオックス㈱ 4.3 1.2

岳南化学㈱ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

協栄産業㈱ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

東昭化学㈱ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

林六㈱ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ユアサ・フナショク㈱ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

城山産業㈱ 0.0 0.0

㈱オオスミ 0.0 0.0
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２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

契約金額 (百万円・税抜） 0 75 99 0 185

構成比 (％) 0.0 9.2 12.5 0.0 34.6

契約件数 (件) 0 3 3 0 3

契約金額 (百万円・税抜） 411 385 222 144 172

構成比 (％) 45.1 47.3 28.1 22.6 32.2

契約件数 (件) 10 16 12 9 6

契約金額 (百万円・税抜） 46 163 112 133 121

構成比 (％) 5.0 20.0 14.2 20.9 22.7

契約件数 (件) 1 6 3 3 2

契約金額 (百万円・税抜） 78 19 133 127 56

構成比 (％) 8.6 2.3 16.8 20.0 10.5

契約件数 (件) 2 1 4 4 1

契約金額 (百万円・税抜） 38 46 102 127 0

構成比 (％) 4.2 5.7 12.9 20.0 0.0

契約件数 (件) 1 2 3 3 0

契約金額 (百万円・税抜） 164 32 20 80 0

構成比 (％) 18.0 3.9 2.5 12.6 0.0

契約件数 (件) 4 1 1 2 0

契約金額 (百万円・税抜） 0 22 0 25 0

構成比 (％) 0.0 2.7 0.0 3.9 0.0

契約件数 (件) 0 1 0 1 0

契約金額 (百万円・税抜） 0 0 82 0 0

構成比 (％) 0.0 0.0 10.4 0.0 0.0

契約件数 (件) 0 0 3 0 0

契約金額 (百万円・税抜） 0 0 21 0 0

構成比 (％) 0.0 0.0 2.7 0.0 0.0

契約件数 (件) 0 0 1 0 0

契約金額 (百万円・税抜） 77 32

構成比 (％) 8.5 3.9

契約件数 (件) 2 1

契約金額 (百万円・税抜） 58 30

構成比 (％) 6.4 3.7

契約件数 (件) 1 1

契約金額 (百万円・税抜） 39 10

構成比 (％) 4.3 1.2

契約件数 (件) 1 1

契約金額 (百万円・税抜） 911 814 791 636 534

契約件数 (件) 22 33 30 22 12

宇津商事

㈱

ラサ晃栄

㈱

計

フジオッ

クス㈱

ソーダ

ニッカ㈱

日本軽金

属㈱

多木化学

㈱

㈱島田商

店

東信化学

工業㈱

大明化学

工業㈱

小原化工

㈱

早川商事

㈱

十全㈱
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【業者別応札金額内訳】 

※令和３年度までは、東村山浄水場を主要の発注浄水場とし、 

系列等の浄水場分を取りまとめ契約していた。 

令和４年度からは、長沢浄水場を主要の発注浄水場とし、 

系列等の浄水場分を取りまとめ契約している。 
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※令和３年度までは、東村山浄水場を主要の発注浄水場とし、 

系列等の浄水場分を取りまとめ契約していた。 

令和４年度からは、長沢浄水場を主要の発注浄水場とし、 

系列等の浄水場分を取りまとめ契約している。 
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（ウ） 超高塩基度ポリ塩化アルミニウム 

超高塩基度ポリ塩化アルミニウムについては、購入量が増加したことから、令和

５年度から調査の対象とした。 

メーカー各社はそれぞれ多様な塩基度の「ポリ塩化アルミニウム」を製造してい

るが、当局においては塩基度４５～６５％の製品を「ポリ塩化アルミニウム」、塩基

度６７～７５％の製品を「超高塩基度ポリ塩化アルミニウム」として購入している。 

当局は、本薬品を令和２年度に三園浄水場、令和３年度に東村山浄水場、令和４

年度に朝霞浄水場、令和５年度に金町浄水場へ、前項のポリ塩化アルミニウムに代

えて導入してきた。このため、本薬品の購入量は年々増加している。 

平均入札参加者は７者程度あり、十分な入札参加者を確保している。 

平均落札単価は上昇傾向であるが、先のポリ塩化アルミニウムと同様に、原料価

格や輸送コスト等の諸費用が上昇、令和３年度から原油、円安、電力費高騰、国際

情勢等の影響を受け、価格高騰が継続している状況であり、それが単価に反映され

ているためと考えられる。 

引き続き動向を注視していく。 

【平均入札参加者数と平均落札単価】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

30,000 31,417 33,748 41,438 45,259

- (4.7%) (7.4%) (22.8%) (9.2%)

平均入札参加者数 (者) 8 8 7 7 7

　うち落札者 (者) 1 2 3 3 3

1,499 5,001 13,949 25,367 29,432

- (233.6%) (178.9%) (81.9%) (16.0%)

（　）内は対前年度増加率

契約数量 (ｔ)

平均落札単価 （円・税抜）
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【業者別落札金額の割合】 

単位：％

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

大明化学工業㈱ 0.0 50.9 66.0 62.1 51.1

多木化学㈱ 100.0 49.1 24.5 30.8 39.6

㈱ウォーターエージェンシー 0.0 0.0 0.0 7.1 9.3

ソーダニッカ㈱ 0.0 0.0 9.5 0.0 0.0

協栄産業㈱ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

東昭化学㈱ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

日本軽金属㈱ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

林六㈱ 0.0 0.0 0.0 0.0

ユアサ・フナショク㈱ 0.0 0.0 0.0 0.0

東興商事㈱ 0.0 0.0

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

契約金額 (百万円・税抜） 0 81 312 646 680

構成比 (％) 0.0 50.9 66.0 62.1 51.1

契約件数 (件) 0 3 11 14 10

契約金額 (百万円・税抜） 45 78 116 321 528

構成比 (％) 100.0 49.1 24.5 30.8 39.6

契約件数 (件) 3 9 8 12 8

契約金額 (百万円・税抜） 0 0 0 74 124

構成比 (％) 0.0 0.0 0.0 7.1 9.3

契約件数 (件) 0 0 0 6 6

契約金額 (百万円・税抜） 0 0 45 0 0

構成比 (％) 0.0 0.0 9.5 0.0 0.0

契約件数 (件) 0 0 4 0 0

契約金額 (百万円・税抜） 45 159 428 1,041 1,332

契約件数 (件) 3 12 19 32 24
計

㈱ウォー

ターエー

ジェンシー

大明化学

工業㈱

多木化学

㈱

ソーダニッ

カ㈱
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【業者別応札金額内訳】 
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（エ） 液体苛性ソーダ 

平均入札参加者は５者程度ある。また、業者別落札状況は、各年度において業者

別落札件数・落札金額の割合に特段の傾向は認められない。 

平均落札価格及び市場価格とも令和３年度まではほぼ横ばいであったが、以降、

原材料や人件費、輸送費等の諸経費の上昇に伴い、両価格は右肩上がりとなった。

令和５年度から令和６年度は高止まりのまま、ほぼ横ばいで推移している。 

平均落札単価が市場価格を下回っているが、当局は全国の水道事業体でも契約数

量が多いため、単価が安価となる傾向にある。 

今後とも、国内外需給状況を注視していく。 

 

 

【平均入札参加者数と平均落札単価】 

 

 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

34,037 34,077 51,027 59,888 59,937

(△0.7%) (0.1%) (49.7%) (17.4%) (0.1%)

59,521 57,204 67,268 85,517 84,419

(△3.1%) (△3.9%) (17.6%) (27.1%) (△1.3%)

平均入札参加者数 (者) 6 6 6 6 5

　うち落札者 (者) 3 3 3 3 3

20,392 17,409 17,255 16,354 14,570

(64.5%) (△14.6%) (△0.9%) (△5.2%) (△10.9%)

（　）内は対前年度増加率

契約数量 (ｔ)

平均落札単価

市場価格

（円・税抜）

（円・税抜）
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【業者別落札金額の割合】 

単位：％

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

東昭化学㈱ 37.2 44.1 48.9 40.9 39.9

㈱ウォーターエージェンシー 19.2 21.4 0.0 34.8 37.6

ダイシンケミカル㈱ 0.0 14.1 24.3 22.6

大和化成㈱ 43.7 34.5 37.0 0.0

㈱島田商店 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

稲垣薬品興業㈱ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

日新興業㈱ 0.0 0.0 0.0 0.0

城山産業㈱ 0.0

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度
契約金額 (百万円・税抜） 258 262 430 401 348
構成比 (％) 37.2 44.1 48.9 40.9 39.9
契約件数 (件) 4 6 7 6 6
契約金額 (百万円・税抜） 133 127 0 341 328
構成比 (％) 19.2 21.4 0.0 34.8 37.6
契約件数 (件) 2 3 0 6 6
契約金額 (百万円・税抜） 0 124 238 197
構成比 (％) 0.0 14.1 24.3 22.6
契約件数 (件) 0 2 3 3
契約金額 (百万円・税抜） 303 205 326 0
構成比 (％) 43.7 34.5 37.0 0.0
契約件数 (件) 4 4 6 0
契約金額 (百万円・税抜） 694 594 880 980 873
契約件数 (件) 10 13 15 15 15

計

東昭化学

㈱

㈱ｳｫｰﾀｰ

ｴｰｼﾞｪﾝｼｰ

ﾀﾞｲｼﾝｹﾐｶﾙ

㈱

大和化成

㈱
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【業者別応札金額内訳】 
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（オ） 濃硫酸 

平均入札参加者は５者程度あり、一定の入札参加者を確保している。平均落札単

価は市場価格を大きく上回っているが、水道用と工業用で規格が異なり、日本水道

協会が定める規格等に適合した品質により発注しているため、原料費と管理費が高

くなっている。また、当局への納入はタンクローリーによる少量の輸送を繰り返す

ため、輸送コストが高くなっていることが考えられる。 

業者別落札状況は、各年度において業者別落札件数・落札金額の割合に特段の傾

向は認められない。 

 

 

【平均入札参加者数と平均落札単価】 

 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

27,428 28,544 30,186 36,113 37,839
(5.4%) (4.1%) (5.8%) (19.6%) (4.8%)

6,361 7,529 8,985 7,803 7,243
(△10.7%) (18.4%) (19.3%) (△13.2%) (△7.2%)

平均入札参加者数 (者) 5 5 6 5 5

　うち落札者 (者) 4 6 4 4 4

10,275 9,662 9,174 6,920 6,182

(11.4%) (△6.0%) (△5.1%) (△24.6%) (△10.7%)

（　）内は対前年度増加率

契約数量 (ｔ)

平均落札単価

市場価格 （円・税抜）

（円・税抜）
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【業者別落札金額の割合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

東昭化学㈱ 14.6 7.6 24.9 0.0 44.4

十全㈱ 12.8 23.9 0.0 12.4 23.9

早川商事㈱ 37.4 31.5 0.0 23.2 16.7

本町化学商事㈱ 9.1 49.5 0.0 15.0

小原化工㈱ 0.0 5.8 20.6 48.4 0.0

東興商事㈱ 35.2 22.1 5.1 16.0
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２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

契約金額 (百万円・税抜） 41 21 69 0 104

構成比 (％) 14.6 7.6 24.9 0.0 44.4

契約件数 (件) 1 1 3 0 3

契約金額 (百万円・税抜） 36 66 0 31 56

構成比 (％) 12.8 23.9 0.0 12.4 23.9

契約件数 (件) 1 2 0 1 3

契約金額 (百万円・税抜） 105 87 0 58 39

構成比 (％) 37.4 31.5 0.0 23.2 16.7

契約件数 (件) 2 2 0 3 2

契約金額 (百万円・税抜） 25 137 0 35

構成比 (％) 9.1 49.5 0.0 15.0

契約件数 (件) 1 3 0 1

契約金額 (百万円・税抜） 0 16 57 121 0

構成比 (％) 0.0 5.8 20.6 48.4 0.0

契約件数 (件) 0 1 2 3 0

契約金額 (百万円・税抜） 99 61 14 40

構成比 (％) 35.2 22.1 5.1 16.0

契約件数 (件) 2 2 1 2

契約金額 (百万円・税抜） 281 276 277 250 234

契約件数 (件) 6 9 9 9 9

東昭化学

㈱

十全㈱

早川商事

㈱

本町化学

商事㈱

小原化工

㈱

東興商事

㈱

計
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【業者別応札金額内訳】 
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（カ） 粉末活性炭（ドライ炭） 

平均入札参加者は１０者程度あり、十分な競争参加者を確保している。また、過去

５年間の落札事業者は７者に及び、業者別落札件数・落札金額の割合について特段の

傾向は認められない。 

活性炭は原料（木質等）を船舶により東南アジア等の原産国から輸入をしている。

そのため、為替や海外市況、輸送コスト高騰の影響等を受けやすく、他の薬品に比較

しても価格変動が起こりやすい特徴がある。原料価格や輸送コスト等の諸費用が上昇

し単価に反映され、平成３０年度には上昇が見られた。また、原料（木質等）は、新

型コロナウィルス対策の影響で、原産国が輸出制限を行っていたが、令和２年５月に

は再開されており、価格上昇の傾向が見られなくなった。しかし、令和３年度以降、

円安等により再び価格上昇の傾向が見られたが、以降、令和６年度まで高止まりのま

ま、ほぼ横ばいで推移している。 

なお、市場価格は、経済産業省生産動態統計調査において、令和６年度から調査品

目のうち粉末活性炭が削除されたことに伴い、記載なしとした。 

本活性炭の主な注入目的は、かび臭原因物質の除去である。高度浄水処理では、処

理工程においてかび臭原因物質等の除去が可能であるが、原水水質の状況等によって

は活性炭の注入が必要になり、購入量が増加する場合がある。 

 

公正取引委員会は、令和元年１１月、１２者に対して課徴金納付命令等を行った。

談合が行われたとされる期間は平成２５年から２９年であるが、この期間における平 

均落札単価は減少傾向にあるとともに、市場価格よりも低い水準であったため、異

常があったとは判断しなかった。 

引き続き動向を注視していく。 

 

【平均入札参加者数と平均落札単価】 
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【業者別落札金額の割合】 

 

 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

177,661 165,343 234,294 234,161 241,601
(△12.5%) (△6.9%) (41.7%) (△0.1%) (3.2%)

500,812 496,813 490,632 536,072
(2.6%) (△0.8%) (△1.2%) (9.3%)

平均入札参加者数 (者) 16 14 13 11 10

　うち落札者 (者) 6 3 5 4 4

1,755 3,170 2,510 3,531 3,705

(32.0%) (80.6%) (△20.8%) (40.7%) (4.9%)

（　）内は対前年度増加率

契約数量 (ｔ)

平均落札単価

市場価格

（円・税抜）

（円・税抜）
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単位：％

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

日栄薬品興業㈱ 18.6 17.7 28.7 55.3 54.4

㈱三凌商事 14.1 0.0 18.5 1.1 24.0

ユーキ化成㈱ 14.1 0.0 16.0 5.8 17.5

双葉化学㈱ 36.9 77.0 15.1 37.8 4.0

双葉産業㈱ 0.0 5.3 21.6 0.0

日本原料㈱ 13.1 0.0 0.0 0.0

ユアサ・フナショク㈱ 3.2 0.0 0.0 0.0 0.0

小西安㈱ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

林六㈱ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

フジオックス㈱ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ＩＴＳトレーディング㈱ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

東昭化学㈱ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

城山産業㈱ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

太田隆㈱ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

京葉帝酸㈱ 0.0

㈱吉岡商店 0.0 0.0 0.0 0.0

㈱廣瀬商会 0.0 0.0 0.0

日成共益㈱ 0.0 0.0

小原化工㈱ 0.0

㈱ＮＫＳコーポレーション 0.0

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

契約金額 (百万円・税抜） 58 93 169 457 487

構成比 (％) 18.6 17.7 28.7 55.3 54.4

契約件数 (件) 1 1 2 4 4

契約金額 (百万円・税抜） 44 0 109 9 215

構成比 (％) 14.1 0.0 18.5 1.1 24.0

契約件数 (件) 1 0 2 1 3

契約金額 (百万円・税抜） 44 0 94 48 157

構成比 (％) 14.1 0.0 16.0 5.8 17.5

契約件数 (件) 1 0 2 1 3

契約金額 (百万円・税抜） 115 405 89 313 36

構成比 (％) 36.9 77.0 15.1 37.8 4.0

契約件数 (件) 4 10 4 6 2

契約金額 (百万円・税抜） 0 28 127 0

構成比 (％) 0.0 5.3 21.6 0.0

契約件数 (件) 0 1 2 0
契約金額 (百万円・税抜） 41 0 0 0
構成比 (％) 13.1 0.0 0.0 0.0
契約件数 (件) 1 0 0 0
契約金額 (百万円・税抜） 10 0 0 0 0
構成比 (％) 3.2 0.0 0.0 0.0 0.0
契約件数 (件) 1 0 0 0 0
契約金額 (百万円・税抜） 312 526 588 827 895

契約件数 (件) 9 12 12 12 12
計

双葉化学

㈱

日本原料

㈱

ユアサ・

フナショ
ク㈱

双葉産業

㈱

日栄薬品

興業㈱

㈱三凌商

事

ユーキ

化成㈱
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【業者別応札金額内訳】 
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（キ） 粒状活性炭 

平成２５年度の利根川水系の浄水場における高度浄水処理の全量導入により、粒

状活性炭の購入量が増加しているため、令和２年度から調査対象とした。 

平均入札参加者は８者程度あり、十分な入札参加者を確保している。市場価格は

上昇傾向が見られるが、当局は全国の水道事業体でも契約数量が多いため、単価が

安価で安定していると考えられる。 

また、過去５年間の落札事業者は６者であり、業者別落札状況は、各年度におい

て業者別落札件数・落札金額の割合に特段の傾向は認められない。 

 

 

【平均入札参加者数と平均落札単価】 

 

 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

85,734 70,193 93,775 96,065 107,822
(△7.7%) (△18.1%) (33.6%) (2.4%) (12.2%)

580,322 641,431 662,036 694,997 714,811
(7.8%) (10.5%) (3.2%) (5.0%) (2.9%)

平均入札参加者数 (者) 14 12 11 10 8

　うち落札者 (者) 4 6 5 4 4

9,652 10,038 8,526 8,520 9,106

(29.8%) (4.0%) (△15.1%) (△0.1%) (6.9%)

（　）内は対前年度増加率

契約数量 (ｔ)

市場価格

平均落札単価 （円・税抜）

（円・税抜）
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【業者別落札金額の割合】 

 

 

 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

㈱島田商店 34.0 30.1 37.3 36.2 58.5

城山産業㈱ 23.9 20.8 21.9 9.8 17.4

フジオックス㈱ 0.0 7.7 15.2 45.6 14.9

日栄薬品興業㈱ 16.3 8.0 19.2 8.4 9.1

双葉産業㈱ 0.0 6.0 6.3 0.0

㈱廣瀬商会 25.8 27.3 0.0 0.0

㈱三凌商事 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

日本原料㈱ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

太田隆㈱ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

林六㈱ 0.0 0.0 0.0 0.0

双葉化学㈱ 0.0 0.0 0.0 0.0

㈱トーケミ 0.0 0.0 0.0

㈱吉岡商店 0.0 0.0

生研産業㈱ 0.0

㈱NKSコーポレーション 0.0
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２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

契約金額 (百万円・税抜） 503 379 533 530 768

構成比 (％) 34.0 30.1 37.3 36.2 58.5
契約件数 (件) 2 2 2 2 4

契約金額 (百万円・税抜） 354 262 313 143 229

構成比 (％) 23.9 20.8 21.9 9.8 17.4
契約件数 (件) 1 2 2 1 1

契約金額 (百万円・税抜） 0 97 218 667 196

構成比 (％) 0.0 7.7 15.3 45.6 14.9

契約件数 (件) 0 1 1 4 2
契約金額 (百万円・税抜） 241 101 275 123 120

構成比 (％) 16.3 8.0 19.2 8.4 9.1

契約件数 (件) 1 1 2 1 1

契約金額 (百万円・税抜） 0 76 90 0
構成比 (％) 0.0 6.0 6.3 0.0

契約件数 (件) 0 1 1 0

契約金額 (百万円・税抜） 381 344 0

構成比 (％) 25.8 27.3 0.0
契約件数 (件) 1 2 0

契約金額 (百万円・税抜） 1,479 1,259 1,429 1,463 1,313

契約件数 (件) 5 9 8 8 8

㈱島田商

店

城山産業

㈱

フジオッ

クス㈱

日栄薬品

興業㈱

計

双葉産業

㈱

㈱廣瀬商

会



- 54 - 

【業者別応札金額内訳】 
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（２） 水道メータ 

ア 概況 

使用水量を計量する水道メータは、水道局で一括購入して各使用者の給水装置に

設置している。メータの有効期間は計量法により８年間と定められ、毎年検定満期

を迎える水道メータを取り換えるために新規購入又は修理を行っている。 

 

（ア） 透明性・競争性の確保に向けたこれまでの取組み 

平成９年度から、従前の指名競争入札からＷＴＯ政府調達協定に基づく公募によ

る一般競争入札を導入し、競争性の向上を図った。 

平成１５年度には四半期ごとに年間４回の発注を行うとともに入札参加条件の

緩和を行い、入札参加者の増加を図り競争性の向上に努めた。また、製造・供給能

力を考慮した発注数量に分割することで、中小企業を含めたより多くの入札参加者

の確保を図った。 

平成１６年度には仕様の簡素化を行い、国の型式承認を取得したものを幅広く採

用することで、入札参加者のさらなる拡大を図った。 

平成１６年９月には「電子調達システム」を他の案件に先行して導入し、発注か

ら落札に至る一連の手続きを電子化することで、透明性及び競争性の向上を図った。 

さらに、平成２２年度にはＪＩＳ規格を導入している。 

 

（イ） 予定価格の算出方法 

水道メータを構成する原材料等の市場価格の動向を勘案するとともに、過去の落

札単価を参考にして予定価格を算出している。 

 

（ウ） 年度別契約件数と購入金額 

検定満期が到来する水道メータの個数は年度ごとに異なり、これに対応して購入

量も年度ごとに変動する。 
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イ 市場の動向 

水道メータは東京都水道局独自の仕様のため市場価格はないが、主な原材料等の

参考価格と比較を行った。前年度比で燃料費は約４％、銅鉱単価は約19％、労務単

価は約６％上昇している。 

 

 

 

  

単位：件、百万円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

契約件数 265 239 189 234 240

1,760 1,640 1,961 1,985 2,377

(△23.3%) (△6.8%) (19.6%) (1.2%) (19.7%)
金額（税抜）

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

200,063 290,866 323,265 346,171 411,222

(7.3%) (45.4%) (11.1%) (7.1%) (18.8%)

31,820 48,015 84,722 76,475 79,505

(△30.6%) (50.9%) (76.4%) (△9.7%) (4.0%)

20,214 20,409 21,084 22,227 23,600

(4.2%) (1.0%) (3.3%) (5.4%) (6.2%)
労務単価 円/日

銅鉱 円/ｔ

燃料費 円/kl
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ウ 品目別の状況 

（ア） 水道メータ新品（１３㎜～２５㎜） 

平均入札参加者は６者程度あり、十分な競争参加者を確保している。一方、

平均落札単価は令和２年度から上昇し続けている。これは、原材料費（銅）単

価の高騰や人件費の上昇、燃料費の高騰が価格に影響しているためと考えられ

る。 

 

【平均入札参加者数と平均落札単価】 

 

 

 

 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

 13㎜ 1,588 1,670 1,923 2,035 2,161

 20㎜ 2,259 2,411 2,935 3,038 3,422

 25㎜ 2,727 － 3,294 3,578 3,953

(△5.1%) (△37.9%) (99.8%) (6.1%) (10.2%)

平均入札参加者数 (者) 8 8 7 7 6

　うち落札者 (者) 5 4 5 5 5

 13㎜ (個) 47,520 38,180 108,640 137,480 43,920

 20㎜ (個) 97,396 233,770 410,770 256,440 344,200

 25㎜ (個) 14,172 － 19,680 15,464 25,988

159,088 271,950 539,090 409,384 414,108

契約

数量

計

平均

落札

単価
増加率

（円・税抜）

（円・税抜）

（円・税抜）
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【業者別落札金額の割合】 

単位：％

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

アズビル金門㈱ 0.0 4.6 32.7 43.3 37.3

東洋計器㈱ 40.7 72.1 22.2 33.4 27.8

㈱ニッコク 3.0 14.2 16.5 9.0 23.5

柏原計器工業㈱ 42.5 9.1 28.1 12.7 10.0

愛知時計電機㈱ 3.0 0.0 0.5 1.6 1.3

前澤給装工業㈱ 10.8 0.0 0.0

㈱阪神計器製作所 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

㈱西部水道機器製作所 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

㈲新生工具店 0.0

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度
契約金額 (百万円・税抜） 0 29 484 482 513
構成比 (％) 0.0 4.6 32.7 43.3 37.3
契約件数 (件) 0 3 24 22 21
契約金額 (百万円・税抜） 136 452 329 372 383
構成比 (％) 40.7 72.1 22.2 33.4 27.8
契約件数 (件) 11 27 21 23 17
契約金額 (百万円・税抜） 10 89 244 100 324
構成比 (％) 3.0 14.2 16.5 9.0 23.5
契約件数 (件) 1 5 14 6 14
契約金額 (百万円・税抜） 142 57 416 142 138
構成比 (％) 42.5 9.1 28.1 12.7 10.0
契約件数 (件) 10 4 23 9 9
契約金額 (百万円・税抜） 10 0 7 18 18
構成比 (％) 3.0 0.0 0.5 1.6 1.3
契約件数 (件) 1 0 2 2 2
契約金額 (百万円・税抜） 36 0 0
構成比 (％) 10.8 0.0 0.0
契約件数 (件) 2 0 0
契約金額 (百万円・税抜） 0 0 0 0 0
構成比 (％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
契約件数 (件) 0 0 0 0 0
契約金額 (百万円・税抜） 334 627 1,480 1,114 1,376
契約件数 (件) 25 39 84 62 63

計

愛知時計

電機㈱

前澤給装

工業㈱

㈱阪神計

器製作所

アズビル

金門㈱

東洋計器

㈱

㈱ニッコ

ク

柏原計器

工業㈱
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（イ） 水道メータ修理品（１３㎜～２５㎜） 

平均入札参加者は７者であり、十分な競争参加者を確保している。平均落札

単価は、令和２年度以降下落傾向であったが、令和５年度以降は上昇が続いて

いる。なお、業者別落札件数・落札金額の割合に特段の傾向は認められない。 

 

【平均入札参加者数と平均落札単価】 

 

 

 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

 13㎜ 886 812 757 842 1,017

 20㎜ 1,019 923 853 959 1,095

 25㎜ 1,086 1,010 890 994 1,175

平均入札参加者数 (者) 7 7 7 7 7

　うち落札者 (者) 7 6 4 6 7

 13㎜ (個) 154,470 170,720 111,900 85,580 164,600

 20㎜ (個) 851,704 616,520 313,700 662,490 545,680

 25㎜ (個) 45,926 58,376 28,800 31,248 37,865

1,052,100 845,616 454,400 779,318 748,145

契約

数量

計

平均

落札

単価

（円・税抜）

（円・税抜）

（円・税抜）
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【業者別落札金額の割合】 

単位：％

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

柏原計器工業㈱ 32.3 30.9 29.4 29.4 42.2

㈱阪神計器製作所 48.6 35.3 57.3 39.0 28.6

東洋計器㈱ 5.4 8.6 10.9 15.0 15.1

㈱ニッコク 9.1 20.1 2.4 11.5 11.1

㈱西部水道機器製作所 2.4 4.3 0.0 4.6 2.7

愛知時計電機㈱ 2.2 0.8 0.0 0.4 0.2

アズビル金門㈱ 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1

㈲新生工具店 0.0

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度
契約金額 (百万円・税抜） 340 237 111 217 341
構成比 (％) 32.3 30.9 29.4 29.4 42.2
契約件数 (件) 58 56 26 38 59
契約金額 (百万円・税抜） 512 271 216 288 231
構成比 (％) 48.6 35.3 57.3 39.0 28.6
契約件数 (件) 81 47 49 55 35
契約金額 (百万円・税抜） 57 66 41 111 122
構成比 (％) 5.4 8.6 10.9 15.0 15.1
契約件数 (件) 8 10 8 20 23
契約金額 (百万円・税抜） 96 154 9 85 90
構成比 (％) 9.1 20.1 2.4 11.5 11.1
契約件数 (件) 21 31 2 27 19
契約金額 (百万円・税抜） 25 33 0 34 22
構成比 (％) 2.4 4.3 0.0 4.6 2.7
契約件数 (件) 4 4 0 9 3
契約金額 (百万円・税抜） 23 6 0 3 2
構成比 (％) 2.2 0.8 0.0 0.4 0.2
契約件数 (件) 6 2 0 3 1
契約金額 (百万円・税抜） 1 0 0 0 1
構成比 (％) 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1
契約件数 (件) 1 0 0 0 1
契約金額 (百万円・税抜） 1,054 767 377 738 809
契約件数 (件) 179 150 85 152 141

㈱西部水

道機器製
作所

愛知時計

電機㈱

アズビル

金門㈱

計

柏原計器

工業㈱

㈱阪神計

器製作所

東洋計器

㈱

㈱ニッコ

ク
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（３） 逆止弁付メータパッキン 

  ア 概況 

平成２１年度から、給水装置以外の水管その他設備との誤接続により汚染水や有

害物質が配水管へ逆流することを防止するため、逆流防止機能を持ったメータパッ

キンを水道メータの下流側に設置している。設置対象は、口径１３㎜から４０㎜の

水道メータで、水道メータの取付け時に設置している。（構造的に設置不可であるメ

ータユニット・メータバイパスユニットを除く。） 

平成２９年度からは、従来の樹脂製から砲金製に切り替えを行っている。 

 

  （ア）透明性・競争性の確保に向けたこれまでの取組み 

発注は、東京２３区で使用するものと多摩地区で使用するものとに分割し、年間

数回実施している。 

（イ）予定価格の算出方法 

発注部所が複数の事業者から見積書を徴取し積算を行っている。 

（ウ）年度別契約件数と購入金額 

契約件数は５～６件で推移している。購入金額は契約数量とおおむね比例して推

移している。 

 

 

単位：件、百万円

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

契約件数 6 6 5 5 5

216 159 151 143 205

(10.8%) (△26.4%) (△5.0%) (△5.3%) (43.4%)
金額（税抜）
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【平均入札参加者数と平均落札単価】 

 

【業者別落札金額の割合】 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

 13㎜ （円・税抜） 201 171 227 208 199

 20㎜ （円・税抜） 218 198 241 223 217

 25㎜ （円・税抜） 303 275 340 317 309

 30㎜ （円・税抜） 323 373 459 428 417

 40㎜ （円・税抜） 544 549 666 621 595

(△10.3%) (△1.4%) (23.4%) (△7.0%) (△3.3%)

平均入札参加者数 6 6 6 5 5

　うち落札者 3 3 2 2 2

 13㎜ (個) 169,040 212,300 193,710 214,350 227,470

 20㎜ (個) 588,170 517,150 386,840 364,920 597,910

 25㎜ (個) 128,650 51,760 25,620 39,370 70,100

 30㎜ (個) 30,930 7,000 4,590 1,370 8,500

 40㎜ (個) 8,730 7,960 4,290 6,630 8,380

925,520 796,170 615,050 626,640 912,360計

契約

数量

平均

落札
単価

増加率
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単位：％

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

㈱光明製作所 37.5 44.7 78.1 79.7 57.6

㈱タブチ 0.0 35.2 21.9 20.3 42.4

前澤給装工業㈱ 40.7 20.1 0.0 0.0 0.0

太三機工㈱ 21.8 0.0 0.0 0.0

小泉機器工業㈱ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

㈱日邦バルブ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

㈲新生工具店 0.0

㈱キッツ 0.0

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

契約金額 (百万円・税抜） 81 71 118 114 118

構成比 (％) 37.5 44.7 78.1 79.7 57.6

契約件数 (件) 1 3 3 4 3

契約金額 (百万円・税抜） 0 56 33 29 87

構成比 (％) 0.0 35.2 21.9 20.3 42.4

契約件数 (件) 0 1 2 1 2

契約金額 (百万円・税抜） 88 32 0 0 0

構成比 (％) 40.7 20.1 0.0 0.0 0.0

契約件数 (件) 2 2 0 0 0

契約金額 (百万円・税抜） 47 0 0 0

構成比 (％) 21.8 0.0 0.0 0.0

契約件数 (件) 3 0 0 0

契約金額 (百万円・税抜） 0 0 0 0 0

構成比 (％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

契約件数 (件) 0 0 0 0 0

契約金額 (百万円・税抜） 216 159 151 143 205

契約件数 (件) 6 6 5 5 5

㈱光明

製作所

㈱タブチ

前澤給装

工業㈱

計

太三機工

㈱

小泉機器

工業㈱
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２ 業務委託契約 

当局では、契約金額１,０００万円以上の業務委託契約のうち、同一の内容により例年発

注している契約事案をホームページ上に公表しており、令和７年１２月の公表時点で１０

９件の契約事案について、過去５年間の落札額や入札参加者別の応札額等の情報を公開し

ている。 

本調査では、公表対象となっている１０９件のうち、５年間連続して同一事業者が受注

しており、落札率が８０％以上の事案を調査対象とし、事業所管部署により同一事業者が

連続して受注している原因分析を実施した。 

なお、業務委託契約における落札率は非公表であることから、本報告書においては調査

対象とした事案名等の詳細は非公表とする。 

 

 

 

 

  

以下、７３頁まで非公表 
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第４ 近似値調査 

１ 工事請負契約 

（１） 調査対象 

 

（２） 近似値落札の発生状況 

近似値落札件数は、令和４年度に２割の上昇がみられ、以降ほぼ横ばいで推移して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 調査対象

競争入札 最低制限価格の近似値５万円未満落札

（事前公表） 【追加調査】最低制限価格の近似値１千円未満落札が年２回以上

競争入札 予定価格又は最低制限価格等の近似値５万円未満落札

（事後公表） 【追加調査】予定価格又は最低制限価格等の近似値５万円未満落札が年３回以上
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※ 予定価格の公表区分 

平成２８年度以前 全件事前公表 

平成２９年１０月３０日～ 

平成３０年６月２４日 
全件事後公表 

平成３０年６月２５日以降 

予定価格が次の事案は事後公表 

 土木工事  ３.５億円以上 

 設備工事  ２.５億円以上 

 建築工事  ４.４億円以上 

 

 

 

業種分類別の近似値の発生状況については、土木工事における近似値落札の発生数

は他の工種と比べ高くなっている。これは、土木工事の多くは類似案件の多い管工事

であり、過去の契約実績から積算額等の分析がしやすいことと、平成２９年度の入札

契約制度改革により、これまでより詳細な見積参考資料の公表を新たに始めたことに

より、事業者の積算精度が向上したこと等が理由として考えられる。 

また、近年設計等委託の近似値が上昇している背景には、令和３年１０月から競争

入札において最低制限価格の試行を開始し、令和５年１０月からは本格導入を行った。

このため、これまで価格競争で入札されてきたものが、最低制限価格付近の価格競争

で入札されるようになってきたためと考えられる。 

 

単位：件
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 調査対象

927 836 796 775 748

5.83 6.50 6.95 7.11 7.30

236 229 276 261 263

(25.5%) (27.4%) (34.7%) (33.7%) (35.2%) (B)/(A)

232 223 255 212 210

[98.3%] [97.4%] [92.4%] [81.2%] [79.8%]

3 6 21 48 51

[1.3%] [2.6%] [7.6%] [18.4%] [19.4%]

1 0 0 1 2

[0.4%] [0.0%] [0.0%] [0.4%] [0.8%]

最低制限価格との

差が５万円未満落

札

予定価格又は最低

制限価格との差が

５万円未満落札

1回の見積合せで

決定し、落札率が

100％

工事件数(A)

１件あたり

平均希望者数

近似値

落札件数(B)

予定価格

事前公表

予定価格

事後公表

予定価格

非公表
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単位：件

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

件数 507 431 430 419 407

近似値落札 173 166 206 196 186

発生率 (34.1%) (38.5%) (47.9%) (46.8%) (45.7%)

件数 310 263 247 229 216

近似値落札 54 57 61 48 55

発生率 (17.4%) (21.7%) (24.7%) (21.0%) (25.5%)

件数 18 18 11 11 15

近似値落札 9 4 4 4 4

発生率 (50.0%) (22.2%) (36.4%) (36.4%) (26.7%)

件数 92 124 108 116 110

近似値落札 0 2 5 13 18

発生率 (0.0%) (1.6%) (4.6%) (11.2%) (16.4%)

件数 927 836 796 775 748

近似値落札 236 229 276 261 263

発生率 (25.5%) (27.4%) (34.7%) (33.7%) (35.2%)

計

土木

工事

設備

工事

建築

工事

設計等

委託
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（３） 調査結果 

 ア 回答状況 

令和６年度における近似値落札事案２６３件の落札者全者に対して、近似値落札の

理由等について文書調査を実施し、うち２１１件、８０.２％の事業者からの回答を得

た。 

 

 

 

 

 イ 近似値落札となった理由 

最低制限価格又は予定価格（事後公表事案のみ）との近似値での落札となった案件

について「精度の高い積算ができた理由」を、複数回答、選択制により回答を得た。

土木工事では、「積算ソフト等の活用」「過去案件の情報開示等による研究・分析」が

多い。また、設備工事では、「過去案件の情報開示等による研究・分析」「同種の施工

実績が多数あり積算が容易」といった回答が多かった。 

 

 

 

 

単位：件
近似値

落札件数
調査回答 回答率

土木工事 186 160 86.0%
設備工事 55 39 70.9%
建築工事 4 2 50.0%
設計等委託 18 10 55.6%

計 263 211 80.2%

単位：件
土木

工事

設備

工事

建築

工事

設計等

委託
計

積算ソフト等の活用 132 12 1 1 146
コンサルタント等の活用 37 1 0 0 38
過去案件の情報開示等による研究・分析 125 31 2 7 165
同種の施工実績が多数あり積算が容易 50 22 1 5 78
工種が少ない等で積算が容易 36 10 0 4 50
公表されている設計単価が多い等で積算が容易 22 5 0 2 29
その他 0 2 0 3 5

その他の主な内容
・予定価格や設計価格が公表されているため
・過去の落札率を参考に積算



- 78 - 

 ウ 積算所要日数と積算が容易な工種 

「積算期間」は選択制により回答を得た。積算に要する日数は、土木工事は「４～

６日」の回答が多く昨年度と同じであった。設備工事については「１４日以上」が最

多回答であり、昨年度最多回答の「７～９日」に対し積算所要日数が伸びる傾向の回

答が多かった。 

また、「積算しやすい工種、価格を予測しやすい工種はありますか。」との質問では、

７５.８％の事業者が「ない」と回答している。「ある」の回答のうち、具体的な工種

としては「管路工」の回答が多く、昨年度の主な回答の並び順と同じ結果になった。 

 

  【積算所要日数】 

 

  【積算が容易な工種の有無】 

 

 

 

単位：者

土木工事 28 47 39 28 17 1 160
設備工事 4 7 8 9 10 0 39
建築工事 0 0 0 1 1 0 2
設計等委託 5 2 3 0 0 0 10

計 37 56 50 38 28 1 211

14日

　以上

回答

なし
計1～3日 4～6日 7～9日

10～

　13日

単位：者

土木工事 30 128 2 160
設備工事 11 28 0 39
建築工事 1 1 0 2
設計等委託 6 3 1 10

48 160 3 211
(22.7%) (75.8%) (1.4%) (100.0%)

回答数
管路工 9
土工 6
設備工事 4
舗装工 4
電気工事 3
造園工 2
さく井 2

主な回答

ある ない
回答

なし
計

計
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 エ 無理な価格での入札 

「落札のために無理な金額で入札参加することがありますか。」との質問に、９０.

５％の事業者が「ない」との回答で、昨年度の８６.５％より上昇した。 

一方、「ある」との回答が９.０％であり、昨年度の１２.２％と比べると減少した。 

また、無理をする理由としては、「落札するため」が一番多くなり、昨年度に一番多

かった「仕事の確保」から変化が見られた。 

 

 

 

 オ 水道局ＯＢ等 

「貴社に水道局ＯＢは在籍していますか。」との質問に、９者が「いる」との回答だ

った。 

また、「水道局職員又は水道局ＯＢ職員から契約に関する情報提供を持ちかけられ

たことはありますか。」との質問に、全者が「ない」と回答している。 

 

  【水道局ＯＢ社員の在籍】 

 

 

 

単位：者

土木工事 18 141 1 160
設備工事 0 39 0 39
建築工事 0 2 0 2
設計等委託 1 9 0 10

19 191 1 211
(9.0%) (90.5%) (0.5%) (100.0%)

回答数
落札するため 11
仕事の確保 4
実績作り 1

計

計

主な回答

ある ない
回答

なし

単位：者

土木工事 4 156 0 160
設備工事 5 34 0 39
建築工事 0 2 0 2
設計等委託 0 10 0 10

9 202 0 211
(4.3%) (95.7%) (0.0%) (100.0%)

いる いない
回答

なし
計

計
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 カ 追加調査 

予定価格事前公表案件で、最低制限価格の近似値１千円未満の落札が年２回以上あ

った事業者のうち、昨年度までに追加調査を実施したことのある事業者を除く７者に

対し追加調査を実施したところ、４者から回答があった。 

なお、予定価格事後公表案件で、予定価格又は最低制限価格等の近似値５万円未満

の落札が年３回以上あった事業者はいなかった。 

近似値落札が可能となった理由として、市販や自社開発の積算ソフトの活用や、情

報開示等による過去案件の研究・分析等により、精度の高い積算が行われたとの回答

が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ社 土木 事前
・市販品の積算ソフトを使用（ガイア、ピラミッド）

・過去の類似案件の積算内訳等について開示請求（多数）
・契約部署カウンター等での内訳書等の閲覧

Ｂ社 土木 事前
・市販品の積算ソフトを使用（アトラス）

・過去の類似案件の積算内訳等について開示請求（35件）
・契約部署カウンター等での内訳書等の閲覧

Ｃ社 土木 事前
・市販品の積算ソフトを使用（アトラス）

・過去の類似案件の積算内訳等について開示請求（5件）

Ｄ社 土木 事前
・市販品及び自社開発の積算ソフトを使用（アトラス、ピラミッド）

・過去の類似案件の積算内訳等について開示請求（10件）

業種

分野
精度の高い積算ができた具体的な理由公表
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 キ 自由意見 

 

  

分類 意　見　内　容

指名日から開札日までの期間が長い。

全ての案件に最低制限価格を設定してほしい。

最低制限価格の金額を上げてほしい。

総合評価の発注件数を増やしてほしい（他、同意見３件）

総合評価の発注件数を少なくしてほしい（他、同意見２件）

処分費単価が月ごとに変更する事例が多いので、単価月について質問がある場合、回答をお願

いしたい。

他社と同一金額となる事例が多いためもう少し手を加えてほしい

見積参考資料が公表されているが、労務費等の数量がわかる明細まで公表してほしい。

フレコン資材等単価が値上がりしている為、見積単価等を提出して実情を考慮してほしい。

給水所と浄水場で調査項目の㎡単価の拾い方が違う。浄水場は合算した㎡単価にしてしまうの

で、金額が安くなってしまう。多摩地区給水所の方法に統一してほしい。

工

事
の

中

身

工期を現状より長く設定いただき、落札後の準備期間及び現場施工完了後の完成書類作成期間

を少し長くいただきたい。あるいは他工事との関連がなく自由度が高い状況をとっていただき
たい。

工事成績の評価方法が監督員の主観、過去実績に囚われすぎており、公平感に欠ける内容であ

る。

竣工検査における検査官の違いによる指摘のバラつきが目立つ。

契約工期を守らない業者にはペナルティを課してほしい。

営業所専任の技術者のさらなる活用、主任技術者（代理人）の複数の登録・案件の活用、外国

人の代理人の緩和をしてほしい。

入

札
手
続

関
係

積

算
関
係

そ

の
他
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２ 業務委託契約 

令和６年度における物品契約の締結件数は２,５８８件であり、そのうち業務委託契約

は１,０３１件（３９．８％）であった。このうち、（１）特命随意契約による契約におい

て、落札率が１００％の事案と、（２）競争入札による契約において、予定価格より５万円

未満の差額により落札した事案を調査対象とした。ただし、再度入札や減価交渉を行った

事案、企画コンペにより落札者を決定した事案、少額の事案については除外している。 

なお、調査結果には厳格管理情報が含まれるため、非公表とする。 

 

 

 

【令和６年度物品契約締結実績】 

 

 

 

 

 

 

 

  

以下、９２頁まで非公表 

単位：件
一般

競争入札

指名

競争入札
随意契約

特命

随意契約
計

委託 18 597 17 399 1,031

買入 442 782 20 25 1,269

印刷 0 70 1 1 72

賃貸借 8 11 0 21 40

その他 12 102 34 28 176

計 480 1,562 72 474 2,588
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第５ 個別詳細調査  
１ 幹事会資料  



- 94 - 

 



- 95 - 

  



- 96 - 

 



- 97 - 

 



- 98 - 

議事概要 

 

会議名称 令和７年度第２回東京都水道局契約監視委員会幹事会 

日時 令和７年11月７日（金曜日）11時から11時40分まで 

委員 幹事長  経理部長 

幹事   職員部人事課長 

幹事   職員部監察指導課長 

幹事   経理部管理課長 

幹事   サービス推進部管理課長 

幹事   給水部管理課長 

幹事   建設部管理課長 

幹事   多摩水道改革推進本部 

     調整部管理課長 

説明者 建設部工務課長 

水運用センター運用課長 

事務局 経理部契約課長 

主な意見・質問 回答 

【議題１ 工事契約】 

「杉並区井草一丁目地先から中野区鷺宮五丁目地先間送水管（2200mm）既設管内配管 

工事」 

Ｑ 積算において、見積業者が提出

した見積単価は使用してないか。 

Ａ 当局基準単価で積算しており、見積りを取るにしても複

数の業者から見積りを徴取し、局の基準に則り積算してい

る。 

Ｑ ５者中４者が辞退となっている

が、辞退理由は何か。 

同様な既設管内配管工事の入

札状況について、辞退理由につい

てはどういった傾向にあるか。ま

た、既設管内配管工法の類似案件

では、認定業者が５者しかいない

ことで不調となることはないか。 

Ａ ３者は配置予定技術者の配置が困難となり、１者は価格

が合わないため辞退であった。  

既設管内配管工事に限ったものではないが、過去５年の

辞退理由は、その多くが配置予定技術者の配置困難を挙げ

ている。また、建設部起工の既設管内配管工事では、過去

５年間の平均不調率は63％である。 

Ｑ 技術認定が必要な既設管内配

管工法を採用した理由は何か。 

Ａ 広域に送配水している主要幹線のため、極力、既設管

の口径を確保する必要があることや施工状況・交通状況等

を考慮し、既設管を最大限活かした既設管内配管工法での

施工が望ましいという判断になった。 

 

Ｑ 認定業者は、自社以外にどこの

業者が認定を受けたかわかるか。

また、５者を技術認定している

が、今後認定業者は増える予定

か。 

Ａ 局ＨＰに公表しており確認できる。 

認定業者数の拡大は、直近で数社ヒアリングしたとこ

ろ、１者認定審査を受けたいという業者があった。今後も

ヒアリングを行い、認定業者の拡大に取り組んでいく。 

【幹事会による報告】 

・本工事は口径2200㎜の大口径管を更新する工事であり、施工状況・交通状況等を考慮すると、

既設管内配管工法を採用すること、また、その技術認定を受けている業者が入札参加条件となる

ことは妥当である。 

・積算に当たっては、積算基準に則り実施し、基準にない設計単価については、複数業者から見積

りを徴取し、積算している。 

・入札手続き、積算は適正に行われているが、本件は５者のうち１者のみの入札で４者が辞退して

いる。また、過去５年間の建設部起工の指名競争入札による不調率が高いことから、応札者を増

やすために、今後は認定業者拡大に向けて取り組んでいただきたい。 
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主な意見・質問 回答 

【議題２ 物品契約】 

「水運用サーバ装置等賃貸借契約（その５）」 

Ｑ 積算の際、見積りは何社か。ま

た、それを予定価格にどのよう

に反映しているか。 

Ａ 複数の業者から見積りを徴取し、局で定められた積算要領

を用いて算出している。 

Ｑ 落札率が高くなった理由は何

か。また、どのように評価して

いるか。 

Ａ 過去に他のサーバ賃貸借でも落札している業者のため、経

験則として予定価格が想定しやすいと思われる。 

リース機器のサーバ等は受注量が少なく、業者間で機器の

入手価格に差が生じにくい。よって、結果的に落札率が高く

なったと思われる。 

 

Ｑ Ａ格付けは、何社いるか。ま

た、競争性を働かせるために工

夫していることはあるか。 

Ａ 令和５・６年度の賃貸業務でＡ格付けを有する業者は２３

３社である。 

設計時に複数業者から見積りを取って価格を設定し、一つ

の会社が有利にならないようにすることや、一般競争入札で

公表することで、競争性を担保している。 

 

Ｑ 今回リース契約が切れて新し

いリース契約になると思うが、

前も同じＪＥＣＣが落札してい

るのか。 

入札に参加する業者も同じ顔

ぶれか。また、入札の辞退をす

る理由は何か。 

Ａ 以前もＪＥＣＣである。 

令和４年度から令和６年度まで、過去３か年のＷＴＯサー

バ賃貸借契約の契約者は、ＪＥＣＣを含め５社である。なお、

入札を希望した事業者数は全９社であり、一概に事業者が絞

られているとは言い難い。 

辞退した業者の理由の中には、採算が合わないというもの

がある。 

【幹事会による報告】 

・積算は、局で定められた積算要領に基づき算出することに加え、複数業者から見積りを徴取し、

価格の設定を行っている。これらにより、起工部署による積算は適正に行われている。 

・入札について、一般競争入札で公表しており、入札可能な業者が複数あることや、実際に複数の

業者が入札に参加しているため、競争性は担保され、適正に行われている。 

・本件のリース機器はサーバ等であり受注量が少なく、業者間で機器の入手価格に差が発生しにく

いとのことである。こうした経緯を踏まえ、今回の入札において高い落札率となることはやむを

得ないと考える。 
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第６ 監視強化に向けた取組み 

１ 水道工事用材料 

 ダクタイル鋳鉄直管のメーカー３者は、平成８・９年の各年度において、シェア配

分協定に合意し、共同して国内におけるダクタイル鋳鉄管直管の販売に関し、その事

業活動を相互に拘束することにより、公共の利益に反して当該取引分野における競争

を実質的に制限したとして、独占禁止法違反により平成１１年２月に刑事告発され、

同年３月に排除勧告を受けた。 

 これを受け、当局では平成１１年２月１５日に「東京都水道局物品購入事務総点検

委員会」を設置し、ダクタイル鋳鉄直管をはじめとして、当局が購入する物品全般に

係る事務を調査するとともに、調査結果を踏まえた改善策の検討を行い、平成１１年

１０月に調査結果をとりまとめた。ここで示された主な改善策と取組状況は次のとお

りである。 

 

改善策 取組状況 

１ 契約結果の調査充実   

・ 

 

入札結果の調査、分析及び公表 

 

・ 「東京都水道局物品購入契約調査委員

会」（平成１２年設置）による調査等 

・ 

 

調査結果の提供等を通じた公正取引委

員会との連携強化 

・ 上記委員会報告書の公正取引委員会へ

の情報提供（毎年度） 

２ 発注内容等の見直し、新規参入の促進   

・ 発注数量等の工夫 ・ 適正な発注ロットによる競争性確保 

・ 標準規格化や原材料指定の廃止等によ

る新規参入の促進 

・ 水道工事用材料以外の物品を含めた仕

様見直しの継続実施 

３ 違約金条項の検討   

・ 契約約款に不正競争に係る違約金条項

の導入を検討 

・ 平成１３年４月標準契約書改正 

不正競争を行った場合の契約解除及び

違約金（損害賠償の予定）条項を新設 

４ 公募方式の拡大、契約結果の公表   

・ 発注案件の事前公表の推進 ・ 全ての競争入札案件を電子調達システ

ムにより事前公表、契約手続きを実施 

・ 契約結果（落札金額、業者名等）の公表 ・ 上記システムによる契約結果の公表 

５ 積算方法等の改善   

・ 複数業者による下見積り徴取の徹底 ・ 事務処理手引きの整備と発注部署への

継続的指導 

・ 積算担当者の能力向上 ・ 初任者研修、事務担当者会議の毎年実施 
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２ 水道メータ 

 水道メータについては過去３回の独占禁止法違反事件が発生しており、それぞれ次の

とおり対応してきた。 

 

ア 第一次談合事件 

 当局が単価同調方式（注）により発注する入札に参加していた２４者は、平成２年

度及び３年度における最低入札単価とその単価で入札すべき者等を事前に決定するこ

とにより、当該単価が納入単価となるように共謀していた。このことが公共の利益に

反して、当局が発注する水道メータにおける競争を実質的に制限したとして、独占禁

止法違反により平成４年１２月に排除勧告を受けた。 

 第一次談合事件を受け、公正取引員会及び自治省（当時）から当局に対して契約方

法の改善について検討要請があり、単価同調方式から指名競争入札に変更した。 

 

イ 第二次談合事件 

 当局が指名競争入札により発注する入札に参加していた２５者は、平成６年度、７

年度及び８年度の入札において、受注予定者を事前に決定するとともに、受注予定者

が受注できるようにあらかじめ定めた価格で入札することを合意し、互いに拘束する

ことにより、公共の利益に反して、当局が発注する水道メータにおける競争を実質的

に制限したとして、独占禁止法違反により平成９年２月に刑事告発され、同年３月に

排除勧告を受けた。 

 第二次談合事件を受け、公正取引委員会から当局に対し、入札等に関する情報管理

の徹底、より競争的な発注かつ新規参入が容易となるような発注制度の抜本的改善、

同種の違反行為発生時の通報等について要請があった。当局では「東京都水道局水道

メータ購入等契約事務改善委員会」を設置し、発注方式の改善について検討を行い、

ＷＴＯ一般競争入札の導入を決定した。 

 

  ウ 第三次談合事件 

 当局が一般競争入札により発注する入札に参加していた１９者は、受注予定者を事

前に決定するとともに、受注予定者が受注できるようにあらかじめ定めた価格で入札

することを合意し、互いに拘束することにより、公共の利益に反して、当局が発注す

る水道メータにおける競争を実質的に制限したとして、独占禁止法違反により平成１

５年７月に４者が刑事告発され、１９者が排除勧告を受けた。 

 ＷＴＯ一般競争入札は、現行の契約制度上最も透明性、競争性、公正性の高い発注

方式であるにもかかわらず談合事件が発生したことから、「東京都水道局物品購入契約

調査委員会」（平成１２年２月設置）においてさらなる対策を検討し、平成１５年８月

に「水道メータ談合事件の再発防止のための重点推進施策」を取りまとめて公表した。 

 主な改善策と取組状況等は次のとおりである。 
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（注）単価同調方式 

当該年度中の納入数量をあらかじめ確定せず納入単価のみを指名競争入札により決定

し、最低入札単価を入札した者及び当該納入単価による納入に同意する者と契約を締

結する方式。 

 

改善策 取組状況 

１ 談合への抑止力強化   

・ 

 

損害賠償予定額の引き上げ ・ 平成１５年１２月に水道メータ調達に

係る契約書改正、損害賠償予定額を契

約金額の１０％から３０％へ引き上げ 

・ 

 

公正取引委員会との連携強化 ・ 水道メータの入札結果の全てを公正取

引委員会へ情報提供 

・ 情報公開の拡大 ・ 全ての入札結果を公表 

購入単価の推移をホームページ上で公

開 

２ 不正行為の徹底排除、新規参入促進   

・ 入札参加者が集まる仕様説明会を廃止 ・ 電子調達システムにより仕様書等配布 

・ 複数口径メータを一案件にまとめる ・ 複数口径メータ一案件発注の継続実施 

・ 海外メーカー等への情報発信 ・ 当局ホームページ上で手続きを紹介 

（日本語及び英語） 

 

 

３ 排水処理施設運転管理作業委託 

平成３０年１０月３０日、当局は浄水場における排水処理施設運転管理作業委託に関

し、公正取引委員会による立ち入り検査を受けた。また、当局職員が契約にかかる情報

を漏えいした可能性があるとの報道があった。 

東京都は、速やかに事実を調査し、都民や議会等への報告を行うとともに、同委託契

約の見直し等、再発防止策をまとめる必要があったため、同月３１日調査特別チームを

設置し、同年１１月２９日に中間報告書を公表した。 

その後、中間報告書内でまとめた改善策として、平成３１年４月に外部の有識者から

なる「東京水道グループコンプライアンス有識者委員会」を設置するなど、再発防止策

を鋭意進めるとともに、調査特別チームによる内部調査を継続してきた。 

令和元年７月１１日、当局職員が特定の事業者に対し、非公表の予定単価に関する情

報を教示していた行為が入札談合等関与行為と認められ、都は、公正取引委員会から、

入札談合等関与行為防止法に基づく改善措置要求を受けた。 
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その後、調査特別チームの下、更なる実態の解明と再発防止策の検討が行われ、令和

元年１１月２７日に、「調査特別チーム最終報告書」が取りまとめられた。 

最終報告書における再発防止策は次のとおりである。 

 

方向性 具体的取組 

方向性１ 

職員のコンプライアンス意

識や組織風土の抜本的改革 

コンプライアンス宣言 

① 局長の「コンプライアンス経営宣言」 

② 職員のコンプライアンス宣言書への署名 

独占禁止法及び入札談合等関与行為防止法の周知徹底 

公益通報制度の周知・徹底 

職員間・職場内のコミュニケーション活性化 

① 職場相互点検 

② 各部・所におけるリスク洗い出しと防止策策定のための 

職場討議と風通しのよい職場づくり 

現場、本庁のコミュニケーション活性化 

③ 本庁幹部と事業所との意見交換 

④ 本庁・現場の情報共有の強化 

⑤  現場のミドルマネジメント層の強化  

コンプライアンス推進体制の強化 

コンプライアンス意識と専門性を両立した職員の育成 

方向性２ 

不正を起こさない仕組み・

職場環境の創出 

排水処理作業委託の抜本的見直し 

① 組織の大くくり化 

② 総合評価方式の導入 

積算業務は本庁で一括することで、現場業務から分離 

委託の設計・積算をシステム化し局内の情報管理を徹底 

方向性３ 

監視機能・危機管理体制の

強化 

情報漏えい防止のための対策強化 

① 不正行為に対するペナルティ強化 

② 契約締結手続の監視体制の強化 

③ 厳格管理情報の理解促進 

④ 契約事務所管部署における情報漏えい防止 

⑤ 見積り合わせ等の実態点検 

委託契約情報の事後公表の拡大 

危機管理（不祥事）対応体制の構築 

方向性４ 

局事業運営体制の抜本的改

革 

第三者コンプライアンス委員会の設置 

ＰＤＣＡサイクルの構築 
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東京都水道局契約監視委員会設置要綱 
 
（目 的） 

第１条 当局の行う契約に関する契約結果の調査、分析及び監視を行い、

入札その他の契約手続に係る不正行為の排除又は防止策を検討す

ることにより、契約の公正性・公平性を確保することを目的とし

て、東京都水道局契約監視委員会（以下「委員会」という。）を

設置する。 

 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１）契約に関する契約結果の調査、分析及び監視に関すること。 

（２）契約に関する入札その他の契約手続に係る不正行為の排除又は防止

策の検討に関すること。 

（３）その他契約に係る公正性及び公平性の確保の方策に関すること。 

（構 成） 

第３条 委員会は、委員長及び委員をもって構成する。 

２ 委員長は、次長又は技監の職にある者をもって充てる。 

３ 委員は、別表１に掲げる職にある者をもって充てる。 

４ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を委員会に出席

させることができる。 

 

（委員長の職務及び代理） 

第４条 委員長は、委員会を招集し、会議を主宰する。 

２ 委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名する者がその職

務を代理する。 

 

（幹事会） 

第５条 委員会を補佐するために、委員会に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、幹事長及び幹事をもって構成する。 

３ 幹事長は、経理部長の職にある者をもって充て、幹事は別表２に掲げ

る職にある者をもって充てる。 

４ 幹事長は、別表２に掲げる者のほか、審議事項の所管課長を幹事会に

加えることができる。 

５ 幹事長は、幹事会を招集し、会議を主宰する。 

６ 幹事長は、必要があると認めるときは、幹事以外の者を幹事会に出席

させることができる。 

 

（結果の報告） 

第６条 委員長は、所掌事項に係る検討結果について、委員会終了後、速

やかに局長に報告するものとする。 

 

（庶 務） 

第７条 委員会の庶務は、経理部契約課において処理する。 

参 考 
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（補 則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関して必要な事項は、委員長

が別に定める。 

 

 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月２６日から施行する。 

附 則（令和６年12月24日付６水経契第４０９号） 

この要綱は、令和６年12月24日から施行する。 

附 則（令和７年９月26日付７水経契第317号） 

この要綱は、令和７年９月26日から施行する。  
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別表１                            別表２ 

注 その他審議事項の所管課長 

 

 

 

 

 

総 務 部     総 務 課 長 

 

職 員 部    人 事 課 長 
 

監 察 指 導 課 長 

 

経 理 部    管 理 課 長 

 

サービス推進部      管 理 課 長 

 

浄 水 部    管 理 課 長 

 

給 水 部    管 理 課 長 

 

建 設 部    管 理 課 長 

 

多摩水道改革推進本部 

調 整 部    管 理 課 長 

 

総 務 部 長 

 

職 員 部 長 

 

経 理 部 長 

 

サービス推進部長 

 

浄 水 部 長 

 

給 水 部 長 

 

建 設 部 長 

 

設 備 担 当 部 長 

 

多摩水道改革推進本部  

 

技術調整担当部長  

 

施 設 部 長 

 


